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加西市小規模事業者持続化事業支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域経済の原動力となる小規模事業者の活性化を図ることを目的

とし、市内に事業所を有する小規模事業者（以下「事業者」という。）の地道な販路開

拓の取組を支援するため、事業者の持続的経営に向けた経営計画に基づき、それに要

する経費に対する補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に

ついては、加西市補助金等交付規則（平成 30 年加西市規則第１号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「小規模事業者」とは、商工会及び商工会議所による小規模

事業者の支援に関する法律（平成５年法律第 51 号）第２条に規定する小規模事業者を

いう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、以下の各号の

いずれにも該当するものとする。 

（１） 別表第１に掲げるもののうち、補助対象となりうる事業者に該当するもの 

（２） 市内に主たる事業所を有するもの 

（３） 補助金の交付の申請日において、次のいずれかに該当するもの 

ア 常時雇用の従業員が５人以下の卸売業及び小売業 

イ 常時雇用の従業員が５人以下のサービス業（宿泊業・娯楽業を除く。） 

ウ 常時雇用の従業員が 20 人以下のサービス業（宿泊業・娯楽業に限る。） 

エ 常時雇用の従業員が 20 人以下の製造業その他 

（４） 市税等を滞納していないこと 

（５） 加西市暴力団排除条例（平成 24 年加西市条例第１号）第２条第１号に規定す

る暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員

密接関係者でないこと 

（６） 商工会議所、商店街組合等の商工団体の会員であること 

（７） 限度額の補助金の交付を受けた者のうち受領後５年を経過していること 

２ 前項に掲げるもののほか、直近１か年において国の小規模事業者持続化補助金に申

請し、その結果が不採択であること。ただし、災害等による対応など緊急性があると

認められる場合は、この限りではない。 

（補助対象事業） 

第４条 当該年度において補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」とい

う。）は、別表第２の第１欄に掲げるいずれかの事業であって加西商工会議所の支援に

より作成した経営計画に基づいた取組で市長が認定したものとする。 

２ 前項に掲げるもののほか、補助金の交付を受けようとする経費に対して、国から他

の補助金、その他相当の反対給付を求められることのない給付金の交付又は経費の負

担を受けておらず、今後も受ける予定がないものとする。 
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（補助対象経費） 

第５条 補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第３に掲げるも

ののうち、次の各号のいずれの要件にも該当するもので、市長が適当と認めたものに

ついて交付するものとする。この場合において、補助対象経費に消費税及び地方消費

税に相当する額は含めないものとする。 

（１） 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費であること  

（２） 交付決定日以降に発生し対象期間中に支払が完了した経費であること  

（３） 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費であること  

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額に別表第２の第２欄に掲げる補助率を乗じて

得た額以内とする。ただし、交付額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切

り捨てるものとする。 

（実施期間） 

第７条 補助対象事業の実施期間は、交付決定日からその日の属する年度の３月 31 日ま

でとする。 

（交付申請） 

第８条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、加西市小規模事業者持

続化事業支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

（１） 経営計画書（様式第２号） 

（２） 市税等に滞納がないことを証明する書類 

（３） 補助対象経費に係る見積書 

（４） 加西市小規模事業者持続化事業支援補助金に係る事業計画等確認書（様式第

３号） 

（５） 国の小規模事業者持続化補助金に係る申請書類の写し及びその不採択となっ

た通知等の写し 

（６） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条の申請書を受理したときは、当該申請に係る書類等を審査し、適

当と認め補助金の交付の決定をしたときは、加西市小規模事業者持続化事業支援補助

金交付決定通知書（様式第４号）により、不適当とし不交付の決定をしたときは、加

西市小規模事業者持続化事業支援補助金不交付決定通知書（様式第５号）により速や

かに補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。  

（変更申請等） 

第 10 条 補助事業者は、規則第６条第１項第１号の規定による承認を受けようとすると

きは、加西市小規模事業者持続化事業支援補助金変更交付申請書（様式第６号）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、当該申請が

適当であると認めたときは、補助金の交付の変更を決定し、加西市小規模事業者持続

化事業支援補助金変更交付決定通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知する

ものとする。 
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３ 補助事業者は、規則第６条第１項第２号の規定による承認を受けようとするときは、

加西市小規模事業者持続化事業支援補助金中止（廃止）承認申請書（様式第８号）を

市長に提出しければならない。 

４ 市長は、前項に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、当該申請が

適当であると認めたときは、補助金の交付の中止（廃止）を決定し、加西市小規模事

業者持続化事業支援補助金中止（廃止）承認通知書（様式第９号）により、補助事業

者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第 11 条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、当該完了した日から起算して

30 日を経過した日又は１か月を経過した日が４月 10 日を経過する場合においては４

月 10 日のいずれか早い日までに、加西市小規模事業者持続化事業支援補助金実績報告

書（様式第 10 号）に次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１） 契約書の写し 

（２） 領収証の写し 

（３） 完成写真 

（４） 許認可を受けた場合は検査済み証書等の写し 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第 12 条 市長は、規則第 10 条の規定により補助金の額を確定したときは、速やかに加

西市小規模事業者持続化事業支援補助金確定通知書（様式第 11 号）により補助事業者

に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第 13 条 規則第 11 条第２項の規定による請求は、加西市小規模事業者持続化事業支援

補助金請求書（様式第 12 号）により行うものとする。 

（概算払） 

第 14 条 補助金は、規則第 11 条第１項ただし書の規定により、概算払により交付する

ことができるものとする。 

２ 前項の規定により、補助金の概算払を受けようとするときは、加西市小規模事業者

持続化事業支援補助金概算払請求書（様式第 13 号）を市長に提出するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 15 条 市長は、規則第 13 条の規定により補助事業者が同条の各号のいずれかに該当

したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、交付決定を取り消したときは、補助事業者に対して加西市小規模事業者持

続化事業支援補助金交付決定取消通知書（様式第 14 号）により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第 16 条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に

補助金が交付されているときは、加西市小規模事業者持続化事業支援補助金返還命令

通知書（様式第 15 号）により、期限を定めてその全部又は一部を返還させることがで

きる。 

（その他） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

 この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

補助対象となりうる者 補助対象にならない者 

・会社および会社に準ずる営利法人（株式

会社、合名会社、合資会社、合同会社、

特例有限会社、企業組合・協業組合） 

・個人事業主（商工業者であること） 

・医師、歯科医師、助産師 

・系統出荷による収入のみである個人農業

者（個人の林業・水産業者についても同

様） 

・協同組合等の組合（企業組合・協業組合

を除く） 

・一般社団法人、公益社団法人 

・一般財団法人、公益財団法人 

・医療法人 

・宗教法人 

・ＮＰＯ法人 

・学校法人 

・農事組合法人 

・社会福祉法人 

・申請時点で開業届を出していない創業予

定者 

・任意団体  等 

 

別表第２（第４条、第６条関係） 

１ 補助対象事業 ２ 補助率 

創意工夫を凝らした販路開拓等につながる取組 
補助対象経費の 1/2 以内 

（交付上限額 20 万円） 
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別表第３（第５条関係） 

補助対象経費の区分 

①機械装置等費、②広報費、③展示会等出展費、④開発費、⑤資料購入費、⑥雑役務費、

⑦借料、⑧専門家謝金、⑨設備処分費（補助対象経費総額の１/2 が上限）、⑩委託費、

⑪外注費 

 


